
（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 大阪府島本町平成28年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

30,667

30,490

16.81

10,702,678

10,615,944

55,401

6,525,589

10,965,114

人(H29.1.1現在)

人(H29.1.1現在)
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千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

5.6

-

％

％

％
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市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H24  Ⅴ－２ H25  Ⅴ－２ H26  Ⅴ－２

H27  Ⅴ－２ H28  Ⅴ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳人口については、住民基本台帳関係年報の調査基準日変更に伴い、平成25年度以降、調査年度の1月1日現在の住民基本台帳に登録されている人口を記載。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、平成28年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
28/100

全国平均
64,063

大阪府平均
61,656

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

35,075

109,538

55,845
55,347

59,31358,73959,734

H28H27H26H25H24

62,389
62,49863,44363,95565,687

物件費

類似団体内順位
29/100

全国平均
58,226

大阪府平均
43,400

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

34,027

276,635

58,329
53,70954,66751,68250,978

H28H27H26H25H24

63,055
65,89266,82056,18054,920

維持補修費

類似団体内順位
52/100

全国平均
5,092

大阪府平均
3,677

(円)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

378

19,946

3,494
3,5003,7403,5163,649

H28H27H26H25H24

2,465
2,7432,6212,8842,494

扶助費

類似団体内順位
16/100

全国平均
100,991

大阪府平均
141,794

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

38,379

119,227

65,364

59,70956,453
50,80250,027

H28H27H26H25H24

76,91774,207
68,691

63,25360,739

補助費等

類似団体内順位
99/100

全国平均
39,444

大阪府平均
34,903

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

12,049

236,469

45,58141,92440,24543,63340,849

H28H27H26H25H24

13,444

14,4039,8269,40610,472

普通建設事業費

類似団体内順位
45/100

全国平均
58,677

大阪府平均
34,493

(円)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

10,388

175,815

47,738

49,919

53,29253,27046,819

H28H27H26H25H24

43,077

60,639

39,848

16,99523,270

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
61/100

全国平均
18,997

大阪府平均
9,701

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

0

118,734

15,151
24,245

22,567

H28H27H26H25H24

5,849

46,787

2,336

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
21/100

全国平均
26,922

大阪府平均
16,811

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

329

118,791

24,185
17,888

22,521

H28H27H26H25H24

31,723

12,770

27,987

災害復旧事業費

類似団体内順位
35/100

全国平均
2,326

大阪府平均
44

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

66,393

1,778

955

1,3402,0313,169

H28H27H26H25H24

318

1,076

4551,362991

失業対策事業費

類似団体内順位
1/100

全国平均
0

大阪府平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

公債費

類似団体内順位
29/100

全国平均
43,389

大阪府平均
53,407

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

15,083

130,451

31,746
29,73134,22634,50536,114

H28H27H26H25H24

34,543
38,02137,98139,82842,084

積立金

類似団体内順位
87/100

全国平均
12,906

大阪府平均
4,595

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

91

109,882

14,042
14,07012,740

16,797

22,223

H28H27H26H25H24

1,744

1,3743,718

26,694

2,708

投資及び出資金

類似団体内順位
33/100

全国平均
1,638

大阪府平均
1,173

(円)

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

0

14,635

871614595640693

H28H27H26H25H24

0

0000

貸付金

類似団体内順位
51/100

全国平均
9,590

大阪府平均
11,159

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

24,730

1,5291,2021,4211,6171,795

H28H27H26H25H24

609
5156945681,715

繰出金

類似団体内順位
27/100

全国平均
41,015

大阪府平均
40,772

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

21,870

78,648

42,051
42,22641,60240,54839,521

H28H27H26H25H24

47,607
47,603

43,93441,56239,894

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/100

全国平均
2

大阪府平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

H28H27H26H25H24

0
0000

性質別歳出の分析欄

住民一人当たりのコストが大きい順に扶助費、物件費、人件費、繰出金、普通建設事業費となっている。
この中で、扶助費については、福祉事務所を有しており市並みの福祉施策を実施していること、町単独扶助費が多いことから、類似団体と比べて特に比率が高くなっている。

物件費については、ＰＰＳの導入により電気使用料が減少したことなどにより減少した。平成30年度から31年度にかけては、し尿処理場の除却等により増加が見込まれる。

人件費については、清掃工場や消防を単独で所有していることから、類似団体と比べて高くなっている。平成28年度は、特別職の退職手当の減少などにより減少した。

普通建設事業費については、前年度に教育施設の耐震事業や中学校の給食棟設置工事を行ったことなどから減少したが、今後、町内の開発に伴う校舎の増築工事等により増加が見込まれる。

今後はこれらの普通建設事業費に係る公債費が増加していくことが見込まれるため、今後も利率の状況を勘案し、基金の取り崩しと起債の抑制のバランスを見極めつつ公債費負担の軽減に努める。

繰出金については、高齢化に伴い、介護保険事業特別会計や後期高齢者医療特別会計への繰出しが今後も増加していくことが見込まれる。また、従来から公共下水道事業特別会計への公債費繰出しが多額にのぼっている。

今後も公共下水道事業の経営健全化を進めるとともに、基準外繰出しの見直しに努める。
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